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  一般競争入札の実施（廃棄物対策課） 
  大規模小売店舗の変更（商業・地場産業振興課） 
  大規模小売店舗の変更（商業・地場産業振興課） 
  大規模小売店舗の変更（商業・地場産業振興課） 
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人事委員会公告 
  令和元年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度）の実施（人事委員会事務局総務課） 
労働委員会告示 
 １ 地方公営企業等の労働関係に関する法律第５条第２項に基づく労働組合法第２条第１号に規定する者

の範囲の認定（労働委員会事務局総務課） 
正   誤 
  平成31年３月29日付け県報第25号告示第340号中（河川管理課） 
  平成31年３月29日付け県報第25号告示第341号中（河川管理課） 
  平成31年４月12日付け県報第29号告示第453号中（河川管理課） 
 

告   示 

◎新潟県告示第９号 

恩給給与規則（大正12年勅令第369号）第34条ノ４の規定により知事が定める期月（平成18年８月29日新潟県告

示第1261号）の一部を次のとおり改正する。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改    正    後 改    正    前 
  

恩給給与規則（大正12年勅令第369号）第34条  恩給給与規則（大正12年勅令第369号）第34条
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ノ４の規定により知事が定める期月は、令和偶

数年の９月とする。 

ノ４の規定により知事が定める期月は、平成偶

数年の９月とする。 
  

 

◎新潟県告示第10号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による

ものとされた生活保護法第49条の規定により、指定医療機関を次のとおり指定した。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名     称 所  在  地 指 定 年 月 日 

医療法人社団 横田内科・消化器科医

院 
長岡市浦9913－１ 平成31年４月１日 

福住薬局 長岡市福住３丁目６番18号 平成31年４月１日 

大手薬局中島店 長岡市中島７丁目１－32 平成31年３月１日 

さんか歯科医院 上越市栄町１－３ 平成31年４月１日 

医療法人社団 ハート歯科クリニック 上越市西城町１－４－31 平成28年５月１日 

タカダ南薬局 上越市上中田1071 平成31年４月12日 

ひかり薬局 上越市板倉区針940番地１ 平成31年４月１日 

ウエルシア薬局上越今泉店 上越市今泉1310－２－１ 平成31年４月１日 

トモエ薬局 高田店 上越市とよば78 平成31年４月１日 

トモエ薬局 春日野店 上越市春日野１－14－９ 平成31年４月１日 

おおまち薬局 二本木店 上越市中郷区藤沢1066番地１ 平成31年４月１日 

トリム薬局 春日新田店 上越市春日新田１丁目20番30号 平成31年３月１日 

メッツ有田薬局 上越市下源入585番地３号 平成31年４月１日 

医療法人 すどう小児クリニック 新発田市豊町２－９－１ 平成31年４月１日 

医療法人社団 聡明会 関耳鼻科クリ

ニック 
新発田市住吉町４丁目20番２号 平成31年４月１日 

クスリのアオキ新発田豊町薬局 新発田市豊町４丁目９番５号 平成31年４月１日 

トリム薬局 新発田店 新発田市本町１丁目14－２ 平成31年３月１日 

トリム薬局 新発田西店 新発田市佐々木175番地 平成31年３月１日 
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ロイヤル歯科クリニック 加茂市駅前５－18 平成31年３月21日 

千刈薬局 加茂市千刈１丁目50番21 平成31年３月１日 

ファーマライズ薬局 十日町店 十日町市春日町二丁目108番地 平成31年３月１日 

いぐち耳鼻咽喉科 見附市柳橋町274の６ 平成31年４月１日 

つるがや歯科クリニック 見附市本所１丁目９番41号 平成31年４月１日 

しんまち調剤薬局 村上市新町９－80 平成31年４月９日 

アイン薬局 瀬波店 村上市瀬波中町12番24号 平成31年３月１日 

トリム薬局 新井店 妙高市田町２丁目３番21号 平成31年３月１日 

医療法人社団 いいはま歯科クリニッ

ク 
五泉市村松甲2190－１ 平成31年４月１日 

羽茂病院 佐渡市羽茂本郷22番地 平成31年４月１日 

田中歯科医院 佐渡市両津湊279 平成31年４月１日 

酒井歯科医院 佐渡市羽茂本郷406番地１ 平成31年４月１日 

ゆのたに歯科 魚沼市井口新田547－12 平成29年４月１日 

南魚沼センター薬局 南魚沼市六日町2634－４ 平成31年３月１日 

小野耳鼻科医院 胎内市大川町15番10号 平成31年４月１日 

トリム薬局 湯沢店 南魚沼郡湯沢町神立25－６ 平成31年３月１日 

 

◎新潟県告示第11号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定医療機関から次のとおり

廃止した旨の届出があった。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名     称 所  在  地 廃 止 年 月 日 

メッツ嵐南薬局 三条市東本成寺20番18号 平成31年３月31日 

メッツ県央薬局 三条市須頃２丁目101番２ 平成31年３月31日 

トリム薬局 新発田店 新発田市本町１－14－２ 平成31年２月28日 
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トリム薬局 新発田西店 新発田市佐々木175番地 平成31年２月28日 

千刈薬局 加茂市千刈１丁目50番21 平成31年２月28日 

トリム薬局 新井店 妙高市田町２丁目３番21号 平成31年２月28日 

メッツ胎内薬局 胎内市あかね町26番27号 平成31年３月31日 

トリム薬局 湯沢店 南魚沼郡湯沢町神立25－６ 平成31年２月28日 

 

◎新潟県告示第12号 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定により、小千谷市の特定計量器定期検査を次のとおり実施

する。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 検査の対象となる特定計量器 

 計量法施行令（平成５年政令第329号）第10条第１項第１号に規定する特定計量器 

２ 定期検査を行う期日、場所及び区域 

検査日時 検査場所 検査区域等 

６月12日（水） 午前10時から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

小千谷市片貝総合センター 小千谷市全域  

６月13日（木） 

６月14日（金） 

６月17日（月） 

６月18日（火） 

６月19日（水） 

小千谷市総合体育館 

６月20日（木） 予備日 

６月21日から令和

２年３月15日まで。

ただし、土・日曜日

及び祝日並びに12

月30日、12月31日、

令和２年１月２日、

１月３日を除く。 

午前９時30分から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

新潟県計量検定所 上記の未受検者 

特定計量器の所在の場所 特定計量器検定検査規則 

（平成５年通商産業省

令第70号）第39条第１項

に規定する特定計量器 

 

３ 実施機関 

 新潟県指定定期検査機関 一般社団法人新潟県計量協会 

 

◎新潟県告示第13号 

農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭和46年法律第112号）第４条第１項に規定する農村地域工業

等導入基本計画を平成31年４月25日付けで変更したので、同条第６項の規定に基づき、その基本計画を新潟県産

業労働部産業立地課において縦覧に供することにより公表する。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第14号 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号。以下「法」という｡)第18条第１項の規定により、

公益社団法人新潟県農林公社から次のとおり農用地利用配分計画の認可の申請があった。 

なお、当該農用地利用配分計画は、告示日から２週間、次の場所において縦覧に供する。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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１ 農用地利用配分計画の概要 

市町村 賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地 

関川村 ４者 土沢942番６ほか88筆 8.4ha 

新発田市 43者 菅谷大師子谷内1429番ほか708筆 79.1ha 

阿賀野市 18者 野田家浦554番１ほか140筆 16.8ha 

胎内市 12者 小出道端227番ほか102筆 24.5ha 

聖籠町 19者 諏訪山苔沼2230番３ほか105筆 10.5ha 

新潟市 70者 北区太田2193番ほか939筆 85.2ha 

五泉市 ６者 丸田婦毛640番１ほか367筆 31.4ha 

三条市 11者 井栗道田丙932番３ほか483筆 43.0ha 

長岡市 ２者 乙吉町中田322番ほか20筆 2.4ha 

出雲崎町 １者 大寺別当719番ほか５筆 0.3ha 

魚沼市 12者 虫野大地田1045番１ほか72筆 6.5ha 

十日町市 ５者 馬場甲844番１ほか35筆 4.4ha 

柏崎市 49者 上方岡ケ596番ほか786筆 54.0ha 

上越市 44者 長者町天神286番ほか645筆 95.4ha 

妙高市 ３者 西菅沼新田1083番ほか29筆 7.3ha 

糸魚川市 ４者 中川原新田3538番ほか21筆 1.6ha 

佐渡市 21者 城腰小沢179番１ほか170筆 23.7ha 

合 計 324者 4,732筆 494.6ha 

２ 申請年月日 

 平成31年４月23日 

３ 縦覧の場所 

  新潟県農林水産部地域農政推進課 

新潟県村上地域振興局農林振興部企画振興課 

  新潟県新発田地域振興局農業振興部農業企画課 

  新潟県新潟地域振興局農林振興部農業企画課 

  新潟県新潟地域振興局巻農業振興部企画振興課 

  新潟県三条地域振興局農業振興部企画振興課 

  新潟県長岡地域振興局農林振興部農業企画課 

  新潟県魚沼地域振興局農業振興部企画振興課 

  新潟県十日町地域振興局農業振興部企画振興課 

  新潟県柏崎地域振興局農業振興部企画振興課 

  新潟県上越地域振興局農林振興部農業企画課 

  新潟県糸魚川地域振興局農林振興部企画振興課 

  新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部農業企画課 

４ 意見書の提出 

  法第18条第３項の規定による意見書の提出に当たっては、縦覧場所に備え付けの「農用地利用配分計画に対

する意見書の提出について」によること。 

 

◎新潟県告示第15号 

農産物検査法（昭和26年法律第144号）第17条第７項の規定により、地域登録検査機関の登録事項の変更の届出

があり、登録台帳への記載事項を次のとおりとした。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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登録番号

代表者氏名 　代表理事会長    今 井　 長 司

登録の区分 　品 位 等 検 査

農産物の種類 　国内産もみ、国内産玄米、国内産大麦、国内産小麦、国内産大豆、 国内産そば

新潟県 円山　　実 もみ、玄米、小麦、大麦、大豆、そば K1514008

近　　徹也 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1515014

松田　俊行 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1516019

山際　達也 もみ、玄米、大麦、小麦、大豆、そば K1516034

岡田　充弘 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1516073

志賀　健一 もみ、玄米、大豆 K1517045

竹之内　勲 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1518001

田邉　輝雄 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1519034

鈴木　清司 もみ、玄米、小麦、大麦、大豆 K1519038

池田　森一 もみ、玄米、小麦、大麦、大豆、そば K1520001

竹之内 泰次 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1521004

豊永　芳博 もみ、玄米、小麦、大麦、大豆、そば K1521005

中村　健志 もみ、玄米、大麦、大豆 K1522004

小林　康一 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1522035

須田　達也 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1524015

稲垣 駿太郎 もみ、玄米、大麦、大豆、そば K1524021

川端　麻里 もみ、玄米 K1525005

備　　　考

15004 登録年月日 平成14年８月20日

登録検査機関の名称 　一般社団法人新潟県農産物検査協会

主たる事務
所の所在地

　新潟県新潟市西区山田2310番地15

農産物検査
を行う区域

農 産 物 検 査 員 成 分 検 査 業 務 受 委 託 先

氏　　　名 住　　   　　所 農産物の種類 証明書番号
受委託の
区 分

登録検査 機関
の 名 称

代 表 者
氏 名

主たる事務 所の
所 在 地

　　略称『 新潟県検査協会 』　令和元年５月10日　16名の登録抹消。１名の氏名変更。検査員合計709名。

新潟県南魚沼市雲洞765の２

新潟県糸魚川市平牛1302

新潟県新潟市西蒲区漆山2818番地

新潟県村上市中原1761

新潟県新発田市三ツ椡98

新潟県岩船郡関川村蛇喰575

新潟県村上市岩船三日市９－６

新潟県新潟市江南区天野１－19－28

新潟県妙高市大字菅沼52－１

新潟県胎内市下高田1093－１

新潟県新発田市東新町４－２－11 ストークハイツ202

新潟県新潟市西蒲区大原445

新潟県燕市長所6061番地５

新潟県新潟市西蒲区打越甲2554番地

新潟県新発田市真野原867

新潟県上越市三和区島倉704

新潟県新潟市江南区曽川甲177番地

 

 

◎新潟県告示第16号 

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定をする。 

令和元年５月10日 

新潟県知事    花 角  英 世 

１ 保安林の所在場所 

新潟県上越市大島区仁上字カジヤシキ3379の３、3381の１、3381の２、3383の５、3396、6565、6566 

２ 指定の目的 

    土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

 (｢次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び上越市役所に備え置いて縦覧に供

する｡) 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

平成31年３月29日専決処分をした平成30年度新潟県一般会計補正予算、災害救助事業特別会計補正予算の要領

は、次のとおりである。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県産業廃棄物実態調査業務について、次

のとおり一般競争入札を行う。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項 

(1) 委託業務名 

   新潟県産業廃棄物実態調査業務 

(2) 委託業務の仕様等 

   新潟県産業廃棄物実態調査業務委託に係る仕様書及び契約条項（以下「仕様書等」という｡)による。仕様

書等は、本公告の日から(5)に定める入札説明書と併せて交付するほか、新潟県ホームページで公開する。 

(3) 委託期間 

   契約日から令和２年２月28日（金） 

(4) 業務実施場所 

   仕様書による。 

(5) 入札方法 

   入札説明書による。 

２ 入札説明書の交付場所及び本件入札に関する問い合わせ等 

  次の場所で交付するほか、新潟県ホームページで公開する。 

  郵便番号 950－8570 

   新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県県民生活・環境部廃棄物対策課 

  電話番号 025－280－5161 

   Eメール：ngt030170@pref.niigata.lg.jp 

３ 入札に参加する者に必要な資格 

  本件入札に参加する者に必要な資格（以下「参加資格」という｡)は、次のとおりとする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。 

(2) 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項の規定による再生手続開始の申立てをしている者又は同

条第２項の規定に基づく再生手続開始の申立てをされている者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項の規定による更正手続開始の申立てをしている者又は同

条第２項の規定に基づく更正手続開始の申立てをされている者ではないこと。 

(4) ４に定める参加資格確認申請書を提出した日から入札執行日までの間において、知事から指名停止の措置

を受けた者（指名停止期間の一部が属するものを含む｡)でないこと。 

(5) 新潟県の県税の納入義務を有する者にあっては、当該県税の未納がない者であること。 

(6) 本件委託業務に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(7) 直近５ヶ年において、都道府県から「産業廃棄物排出・処理実態調査指針（改訂)｣（平成22年４月 環境

省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課）に準拠した調査方法に基づく同種同規模調査を２回以

上受託し履行した実績を有すること。 

(8) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

４ 参加資格の確認 

  本件入札に参加しようとする者は、入札説明書に定めるところにより参加資格確認申請書を提出し、知事の

確認を受けなければならない。 

  この場合において、３に定める参加資格がないと認められた者及び参加資格確認申請書を入札説明書に定め

る期間に提出しなかった者は、入札に参加することができない。 

５ 入札日時及び場所 

(1) 日時 令和元年５月29日（水） 午後１時30分 

(2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

       新潟県庁入札室（行政庁舎16階） 

６ 入札保証金 
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  自己の見積もった契約金額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県財務規則（昭和57

年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第43条第１号に該当する場合は、免除する。 

７ 契約保証金 

  自己の見積もった契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、財務規則第44条第１号又

は第３号に該当する場合は、免除する。 

８ 入札の無効 

  財務規則第62条第１項又は第３項の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

９ その他 

(1) 契約書作成の要否 要 

(2) その他 

  詳細は、入札説明書その他交付書類によるほか、財務規則その他知事の定める規則及び関係法令の定める 

 ところによる。 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 柏崎ショッピングストリート グリーン・グリーン（区画Ａ） 

所在地 柏崎市東柳田36番地 外 

設置者 有限会社 明友 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

名称の変更、大規模小売店舗において小売業を行う者の代表者の変更、大規模小売店舗において小売

業を行う者の住所の変更）に関する届出 

公告日 平成30年11月30日 

３ 意見の概要 

(1) 柏崎市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部商業・地場産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和元年５月10日から令和元年６月10日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 柏崎ショッピングストリート グリーン・グリーン（区画Ｂ） 

所在地 柏崎市東柳田30番地 外 

設置者 有限会社 明友 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

変更）に関する届出 

公告日 平成30年11月30日 

３ 意見の概要 
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(1) 柏崎市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部商業・地場産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和元年５月10日から令和元年６月10日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 CoCoLo長岡 

所在地 長岡市城内町一丁目611番１号 

設置者 東日本旅客鉄道株式会社 他１者 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗を設置する者の代表者の変

更、大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の

氏名）に関する届出 

公告日 平成30年12月11日 

３ 意見の概要 

(1) 長岡市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部商業・地場産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和元年５月10日から令和元年６月10日まで 

 

政府調達に係る苦情の受付及び処理の状況について（公告） 

「政府調達に関する苦情の処理手続｣(平成11年新潟県告示第1221号）８の規定により、平成31年１月から３月

における苦情の受付及び処理の状況を次のとおり公表する。 

令和元年５月10日 

新潟県知事  花 角  英 世 

政府調達に係る苦情の受付及び処理の件数  なし 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、デジタル乳房Ｘ線撮影装置の購入について、

次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

令和元年５月10日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 
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(1) 購入等件名及び数量 

  デジタル乳房Ｘ線撮影装置 １式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和元年12月27日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条の規程に基づき定める暴力団、暴力団員又は

これらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和元年６月12日（水）午後５時00分 

４ 入開札の日時及び場所 

 令和元年６月19日（水）午前10時30分 

 新潟県立中央病院講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 
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  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

  詳細は入札説明書による。 

６ Summary 

  (1) Nature and quantity of the products to be 

      purchased: 

Mammography systems [1]set 

  (2) bid submission: 

      10：30A.M. June 19, 2019 

  (3) For more information, please contact the following division in Japanese: 

      Management Division, 

      Department of Administration, 

      Niigata Prefectural Central Hospital 

      *address: 

   205 Shinnan-cho, Joetsu-City, Niigata 

〒943－0192 

      JAPAN 

TEL 025－522－7711 Ext.2323 

 

人事委員会公告 

令和元年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度）の実施について（公告） 

次のとおり新潟県職員採用試験（大学卒業程度）を行う。 

令和元年５月10日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

１ 試験職種及び採用予定人員等 

試験職種 採用予定人員 職務内容 

一般行政 56人程度 

知事部局、病院局、企業局、教育委員会等の本庁又は地域機関等で、

各種施策の企画立案、予算・経理・庶務、地域振興、県税の賦課徴収、

許認可等の様々な行政事務に従事します。 

一般行政（病院）  ３人程度 
病院局の本庁又は県立病院等で、病院経営の企画立案、予算・経理・

庶務等の病院事務や、医療施策の企画立案等の業務に従事します。 

警察行政  ４人程度 
警察本部又は警察署で、警察組織運営等に関する企画立案、会計・庶

務、予算執行等の警察事務に従事します。 

福祉行政  14人程度 
知事部局又は病院局の本庁又は地域機関等で、子どもや障害児・者等

の相談支援や直接支援、福祉施策の企画立案等の業務に従事します。 

総合土木  33人程度 

※うち新方式 

  10人程度 

知事部局又は企業局の本庁又は地域機関等で、公共土木施設や農業生

産基盤等の整備・維持管理、企画立案等の業務に従事します。 総合土木（新方式） 

林業  ８人程度 
知事部局の本庁又は地域機関で、森林・林業施策の企画立案や担い手

の育成指導、森林の保全、試験研究等の業務に従事します。 

農業  12人程度 
知事部局の本庁又は地域機関で、農業施策の企画立案や普及指導、試

験研究等の業務に従事します。 
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水産  ３人程度 
知事部局の本庁又は地域機関で、水産業施策の企画立案や普及指導、

漁船・漁場の許認可、試験研究等の業務に従事します。 

建築  １人程度 
知事部局の本庁若しくは地域機関又は教育委員会で、公共建物の設計

・工事監理や住環境の整備等の業務に従事します。 

環境  ２人程度 
知事部局の本庁又は地域機関で、環境施策の企画立案や環境監視、理

化学検査・研究、放射線監視等の業務に従事します。 

電気  ６人程度 

知事部局又は企業局の本庁又は地域機関等で、公営企業・情報通信施

策の企画立案や発電所・工業用水道・排水機場等の維持管理の業務に

従事します。 

保健師  ５人程度 
知事部局の本庁若しくは地域機関、教育委員会又は警察本部で、保健

行政や保健施策の企画立案等の業務に従事します。 

管理栄養士（行政） ２人程度 
知事部局の本庁又は地域機関等で、保健行政や健康づくり施策の企画

立案等の業務に従事します。 

薬剤師（行政）  １人程度 
知事部局の本庁又は地域機関で、薬事行政や生活衛生行政、試験研究

等の業務に従事します。 

少年警察補導員  １人程度 
警察本部又は警察署で、少年相談、街頭補導等、少年の非行防止や健

全育成の業務に従事します。 

科学捜査（電気）  １人程度 
警察本部科学捜査研究所で、火災の原因究明及び機械事故等の犯罪捜

査に関する鑑定や研究等の業務に従事します。 

交通工学  １人程度 
警察本部交通規制課で、道路交通の安全と円滑化を図るための企画立

案、交通安全施設の整備・管理等の業務に従事します。 

２ 受験資格 

(1) 次のいずれかに該当する人 

ア 平成元年４月２日から平成10年４月１日までに生まれた人 

イ 平成10年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による大学（短期大学を除く｡)を卒業した人又は令

和２年３月31日までに卒業する見込みの人（新潟県人事委員会がこれらと同等と認める人を含む｡) 

(2) 次の試験職種については、それぞれの資格要件がある。 

試験職種 資格要件 

福祉行政 次の各号のいずれかに該当する人 

(1) 社会福祉法第19条に定める社会福祉主事の任用資格を有する人又は令和２年３月31

日までに資格取得見込みの人 

(2) 学校教育法による大学（短期大学を除く｡)において、心理学を専修する学科（これ

に相当する課程を含む｡)を履修して卒業した人又は令和２年３月31日までに卒業見込

みの人（教養課程のみの心理学履修者は除く｡) 

保健師 保健師の免許取得者又は令和２年に行われる保健師国家試験により免許取得見込みの人 

管理栄養士 

（行政） 

管理栄養士の免許取得者又は令和２年に行われる管理栄養士国家試験により免許取得見

込みの人 

薬剤師（行政） 薬剤師の免許取得者又は令和２年に行われる薬剤師国家試験により免許取得見込みの人 

(3) 次のいずれかに該当する人は受験できない。 

ア 日本の国籍を有しない人（ただし、保健師、管理栄養士（行政）は日本の国籍を有しない人も受験可能） 

イ 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む｡) 

ウ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの人 

エ 新潟県職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない人 

オ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張

する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した人 

３ 第１次試験 

(1) 方法 

ア 一般方式試験（総合土木（新方式）以外） 

      教養試験を大学卒業程度で、公務員として必要な一般的な知識及び知能について筆記試験（択一式）

により行うとともに、専門試験を大学卒業程度で、専門的知識及び能力について筆記試験（択一式）に
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より行う。 

   イ 総合土木（新方式）のみ 

     専門試験を大学卒業程度で、専門的知識及び能力について筆記試験（択一式）により行う。 

(2) 試験日及び試験場 

試験日 受付時間 試験場 

令和元年６月23日（日） 

 

 

 

 

 

一般方式試験（総合土木（新方式）以

外） 

午前９時から午前９時30分まで 

 

総合土木（新方式）のみ 

午後０時30分から午後０時45分まで 

新潟会場 

 新潟大学五十嵐キャンパス総合教育研究棟 

 （新潟市西区五十嵐２の町8050番地） 

東京会場 

 法政大学市ヶ谷キャンパス外濠校舎 

 （東京都千代田区富士見２丁目17の１） 

(3) 発表 

   令和元年７月３日（水）午後１時（予定）に県庁１階の広報展示室前の掲示板及び新潟県職員採用案内ホ

ームページ（http://www.pref.niigata.lg.jp/jinjii/saiyou2.html）に合格者の受験番号を掲示するほか、

合格者に通知する。 

４ 第２次試験 

(1) 方法 

ア 一般方式試験（総合土木（新方式）以外） 

   論文試験、面接試験（集団討論面接及び個別面接）及び適性検査を行う。 

イ 総合土木（新方式）のみ 

  プレゼンテーションシート（自己PRシート）作成、面接試験（集団討論及びプレゼンテーションを含

む個別面接）及び適性検査を行う。 

(2) 試験日及び試験場 

種目 試験日 試験場 

面接試験以外 ７月11日（木）又は７月12日（金)(予定） 

のうち第１次試験合格通知で指定する日 
新潟県庁（予定） 

（新潟市中央区新光町４番地１） 
面接試験 ７月19日（金）から８月９日（金）まで（予定） 

のうち第１次試験合格通知で指定する日 

(3) 発表  

 令和元年８月中旬（予定）に県庁１階の広報展示室前の掲示板及び新潟県職員採用案内ホームページ

（http://www.pref.niigata.lg.jp/jinjii/saiyou2.html）に合格者の受験番号を掲示するほか、第２次試

験受験者に結果を通知する。 

(4) その他 

  受験資格の有無及び申込内容の真否について調査する。 

５ 試験の配点及び合格者の決定 

  最終合格は、第２次試験の結果に基づき決定し、第１次試験の成績は反映されない。 

  また、第１次試験、第２次試験にはそれぞれ次のとおり一定の基準があり、ひとつでも基準を満たさない場

合、他の種目の成績に関わらず不合格となる。 

区分         種目         
一般方式 

試験※ 

新方式 

試験※    
基準                                              

第１次試験  

 

教養試験  100点            それぞれ正答率３割５分以上 

（基準は目安であり、基準を引き下げる場合がある｡)  専門試験  100点 100点      

第２次試験  

 

面接試験  130点 130点      50点以上                            

論文試験  20点            11点以上                                        

  ※ 教養試験及び専門試験については、粗点（正答数）をそのまま用いるのではなく、当該種目の平均得点及

び標準偏差等を用いて以下の方法で算出した標準点を用いており、受験者の点数は概ね０点～100点に分布す

る。 

   ◎教養試験及び専門試験の標準点の算出方法 

   標準点＝15×（Ａ－Ｂ）÷Ｃ＋50 

     Ａ：ある受験者の粗点（正答数） 

   Ｂ：当該種目の平均得点 
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    Ｃ：当該種目の標準偏差 

６ 合格から採用まで 

(1) 最終合格者は採用候補者名簿に登載され、各任命権者が各職種の欠員の状況に応じて、採用を決定する。

ただし、欠員のない場合は採用されないこともある。 

(2) 前記受験資格の資格又は免許の取得見込みを要件として受験した人については、所定の時期までに資格又

は免許を取得できなかった場合は採用されない。 

(3) 採用は原則として令和２年４月１日であるが、欠員の状況により年間を通じ順次行うこともある。 

(4) 採用候補者名簿の有効期間は、名簿確定後、原則として１年間である。 

７ 給与 

  令和元年度新規学校卒業者の初任給は、行政職給料表の適用を受ける職員で例示すれば、190,008円（地域

手当を含む｡)である。 

 なお、このほか期末手当、勤勉手当及び状況により扶養手当、通勤手当、住居手当等が支給される。 

８ 受験手続 

(1) 受験案内の配布等 

  受験案内は、人事委員会事務局、地域振興局等で配布するほか、新潟県職員採用案内ホームページ

（http://www.pref.niigata.lg.jp/jinjii/saiyou2.html）からダウンロードすることができる。 

 受験案内を郵便で請求する場合は、封筒の表に「大卒程度試験請求」と朱書し、140円切手を貼った宛先

明記の返信用封筒（角形２号）を同封の上、郵便番号950－8570 新潟県庁内新潟県人事委員会事務局に請

求すること。 

(2) 申込みの方法 

   原則として、新潟県職員採用案内ホームページ（http://www.pref.niigata.lg.jp/jinjii/saiyou2.html)

から電子申請で申し込むこと｡(申請に当たっては、新潟県職員採用案内ホームページに掲載してある「電子

申請受験申込者ガイド」に従うこと。なお、予期せぬ機器停止や通信障害などによる事故が発生した場合の

責任は負いかねる｡) 

   電子申請で申し込むことができない場合は、５月20日（月）午後５時15分までに人事委員会事務局総務課

任用係（025－280－5538）まで連絡すること。 

(3) 受付期間 

・電子申請により、令和元年５月10日（金）から５月30日（木）まで受け付ける。 

・電子申請の場合、５月30日午後５時15分までに正常に到達したものを受け付ける。 

 

労働委員会告示 

◎新潟県労働委員会告示第１号 

地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）第５条第２項の規定により、新潟県病院局の

職員が結成し、又は加入する新潟県立病院労働組合について、新潟県病院局の職員のうち労働組合法（昭和24年

法律第174号）第２条第１号に規定する者の範囲を、平成31年４月18日次のとおり認定した。 

なお、平成28年新潟県労働委員会告示第２号は廃止する。 

令和元年５月10日 

新潟県労働委員会 

   会 長  櫻 井  英 喜 

勤 務 箇 所 役   職   名 

本 庁 局長 次長 参与 参事 課長 業務指導監 課長補佐 経営企画員 総務係長 職員係長 

総務課の副参事、主査、主任及び主事（給与、人事、労働組合に関する事務を行う者に限る｡)  
病 院 院長 参与 副院長 循環器病センター長 がん予防総合センター長 診療部長（がんセンタ

ー新潟病院にあっては臨床部長、研究部長及び情報調査部長） 内視鏡センター長 薬剤部長

（中央病院、精神医療センター、吉田病院、がんセンター新潟病院及び新発田病院に限る｡) 看

護部長 事務長 事務長補佐 

看護専門学校 学校長 教頭 事務長 
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正   誤 

平成31年３月29日付け新潟県告示第340号（廃川敷地等の発生）中 

ページ 行 誤 正 

26 28 659.56平方メートル 17,205.56平方メートル 

 

平成31年３月29日付け新潟県告示第341号（廃川敷地等の発生）中 

ページ 行 誤 正 

26 43 441.67平方メートル 19,273.53平方メートル 

 

平成31年４月12日付け新潟県告示第453号（廃川敷地等の発生）中 

ページ 行 誤 正 

10 44 186.22平方メートル 3,914.73平方メートル 
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